
 

平成 29 年 8 月 25 日（金）、公明党鈴鹿市議団として、「母子健康事業の拡充を求める要

望書」を、末松則子市長に手渡しました。 

 

 

 

 

母子健康事業の拡充を求める要望書 

 

内閣府が発表した「平成 29 年版 少子化社会対策白書」によると、平成 27 年の合計特

殊出生率は、1.45 と前年より 0.03 ポイント上回り、近年は微増傾向が続いているものの、

平成 3年以降は増加と減少を繰り返しながら、緩やかな減少傾向となっております。 

本市に於いても、平成 27年の合計特殊出生率は、1.58と全国平均を上回っているものの，

人口置換水準である 2.07 を大きく下回る状況が続いており、少子化の進捗は避けられない

状況にあります。 

少子化により，子どもの数が減少する中，鈴鹿市の将来を支える子どもたちが健やかに成

長するためには、母子健康事業の充実が不可欠であります。 

特に、不妊治療では、妊娠の確率をあげるため、双子や三つ子など多胎妊婦となる可能性

が高いことから、多胎妊婦の健診回数を増やすなど支援を拡充する自治体が増えています。 

「鈴鹿市総合計画 2023」に於いても、『本市の宝である未来を担う子どもたちが健やかに



育ち若い世代が安心して結婚・妊娠・出産と子育てができる環境整備』を掲げております。 

1人でも多くの赤ちゃんが無事に産まれ育って欲しいと言う願いから、母子健康事業の拡充

を求めます。 

 以上のことを踏まえ、下記の事項を要望致します。 

 

記 

 

  

1. 双子などの多胎妊婦については必要に応じて妊婦検診助成の回数を増やすなど、支援

を拡充すること。 

2. 子ども医療費の窓口負担を無くす現物給付の対象を中学 3年まで拡充すること。 

3. 一般不妊治療費、特定不妊治療費、不育症治療費の助成を拡充すること。 

4. 予防接種スケジュールや乳幼児健診の記録など、スマホから利用できる「母子健康情

報サービス」（電子版母子手帳）の導入を進めること。 

5. マイナンバー制度を活用した「マイナポータル」による子育てワンストップ手続きの

推進と、その周知に努めること。 

6. 小児がん対策として東京都で導入した「小児がん診断ハンドブック」を、市内の小児

科をはじめとした一般病院への配布を進めること。 

 

                                    以上 


